
様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 5 9 7

件 名 等 ＲＰＡ導入推進事業業務委託

契 履行場所 総務課

種 類 業務委託
約

RPAのシナリオ作成を委託するに当たり、本年度は、RPAの庁内試行的導入期間であることから、将来的にRPAの

適用業務の拡張性が高い住民情報システム関連のRPAのシナリオを作成するものである。
内

概 要
容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　堀谷　敦

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　シナリオ作成に使用するＲＰＡツール「ＵｉＰａｔｈ」は、本市の調達条件の場合、ＵｉＰａｔｈ社のゴール

ドパートナー企業からのみ調達が可能である。

　また、住民情報システム関連のＲＰＡシナリオを作成するに当たり、システムの挙動、エラーのタイミング等
随

を踏まえたシナリオ作成を行う必要があるが、ゴールドパートナー企業のうち、これらに対応できるのは、シス

テム構築業者である株式会社日立システムズ東北支社のみであることから、随意契約としたい。意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 6 1 0

件 名 等 公共施設蓄電池システム点検業務委託(鹿島区役所）

契 履行場所 福島県南相馬市鹿島区西町一丁目１番地

種 類 業務委託
約

公共施設蓄電池設備の点検業務（1施設　2台分）

　鹿島区役所
内

点検概要

　異常個所の確認、電圧確認、消耗部品の交換　等
概 要

容

株式会社ニチコン　東京支店
名 称

相

手 代 表 者 東京支店長　髙橋　哲司

方 東京都　中央区　日本橋兜町１４番９号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本蓄電池システムについては、ニチコン製の設備であり、その点検業務には製造元である当該業者以外では点

検業務を行うことができない専門的な作業項目が含まれているため、上記事業者と随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 6 4 3

件 名 等 中央図書館 電話交換機更新既設構成業務委託

契 履行場所 南相馬市立中央図書館

種 類 業務委託
約

　南相馬市立中央図書館で導入している電話交換機が、２００９（平成２１）年９月の設置後

９年以上を経過し、老朽化に伴う故障の増加や、メーカー保証の継続終了等により、運用や保守
内

の遂行に支障をきたしていることから、業務運用性の向上、効率化が可能な機器を選定し、電話

交換機の更新業務を委託するものである。
概 要

　なお、電話機については既設の電話機を使用（既設流用）するものとする。容

富士テレコム株式会社　いわき支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　松﨑　元

方 福島県　いわき市　好間工業団地１番地５２
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は、中央図書館開館当初より、既設電話設備を構築業務、及び保守業務を担当している。今回、既設

の電話機を使用し、電話交換機を更新するにあたり、その設定を迅速・的確に行えるのは、機器構成及びケーブ

ル系統などの施設状況を把握している当該業者のみであるため、随意契約とするものである。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局中央図書館　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 6 8 9

件 名 等 食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（保育園分）

契 履行場所 原町あずま保育園外４園

種 類 業務委託
約

市内に配置してある食品放射能簡易分析装置の性能を維持し、正確な測定を継続的に行うため、校正を含む点検

を行う。
内

概 要
容

宝化成機器株式会社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　井上　昭二

方 福島県　郡山市　喜久田町卸一丁目６２番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本市保育施設に設置してある分析装置のうち、「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」５台については上記事業者が納入

者であり、分析装置の保守点検は上記事業者しか行えないことから、上記事業者と随意契約を締結するものであ

る。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　こども未来部こども育成課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 6 9 1

件 名 等 食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（学校教育課分）

契 履行場所 学校給食センター、原町一小、石神二小、小高小、原町一中

種 類 業務委託
約

　学校給食に対する安全安心の確保を図るため、放射能簡易分析装置１０台を学校給食センター、原町第一小学

校、石神第二小学校、小高小学校、原町第一中学校に配置し、給食食材等の検査を行っている。分析装置は放射
内

能測定の正確性を確保するため、年に一回の保守点検を行う必要があり、この業務を委託する。

概 要
容

宝化成機器株式会社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　井上　昭二

方 福島県　郡山市　喜久田町卸一丁目６２番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本市学校給食センター及び市内小中学校に設置してある分析装置「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」１０台については

当該事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は当該事業者しか行えないことから、随意契約を締結するもの

である。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局学校教育課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 2 9

件 名 等 南相馬市地番図現況データ更新業務委託

契 履行場所 南相馬市　総務部　税務課内

種 類 業務委託
約

本委託は、固定資産の課税客体（土地）を的確かつ効率的に把握し、公平・適正な課税を期するため、課税業務

の基礎資料となる地番図データの更新を行うことを目的とする。
内

概 要
容

株式会社パスコ　福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　野呂　英樹

方 福島県　福島市　栄町６番６号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

当該業者は、現在運用している固定資産土地評価・地理情報システムの構築業者であり、現況データの更新はシ

ステム構築業者以外行うことができないため、当該業者との随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部税務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 5 4

件 名 等 旧行政情報システム文書管理データ抽出業務委託

契 履行場所 総務部総務課

種 類 業務委託
約

　旧行政情報システムのソフトウェアサポートが、令和元年度末に終了することに伴い、文書管理システムに格

納されている文書データの閲覧ができなくなることから、同システム停止後も閲覧が可能な形式で文書データを
内

保存するため、文書データの抽出作業を行う。

概 要
容

日本電気株式会社　福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　江沼　和美

方 福島県　福島市　本町５番５号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、旧行政情報システム内の文書データを保存するための抽出作業であるが、同システムは上記業者が

自ら構築したものであり、他社に実施させた場合、作業に支障を来たす恐れがあることから、上記業者と随意契

約したい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 5 5

件 名 等 公会計システム構築作業業務委託

契 履行場所 総務部総務課

種 類 業務委託
約

　地方公会計制度に対応する公有財産管理システム、及び公会計システムを、現在、導入している行政情報シス

テムの追加機能として構築する。
内

概 要
容

株式会社ＦＳＫ
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　鬼澤　浩正

方 福島県　いわき市　内郷御厩町三丁目１６８番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、現在、本市が導入している行政情報システムの追加機能として構築するものであるが、同システム

は上記業者が自ら構築したものであり、他者が実施した場合、システム内のすべての機能に支障を及ぼす恐れが

あることから、上記業者と随意契約したい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 5 6

件 名 等 教育系ネットワーク構築業務委託

契 履行場所 総務部総務課

種 類 業務委託
約

　平成30年度に実施した、県内各自治体の教育系ネットワークの県教育センター（FKS）への接続廃止に伴い、

南相馬市においても独自に民間の外部教育系ネットワークへ接続変更することとした。
内

　南相馬市イントラネット上にて管理している教育系ネットワークについては、トラフィック軽減およびセキュ

リティ管理上、分離することが望ましいとして、拠点イントラネット接続を除きネットワークを分離することと
概 要

する。容

東日本電信電話株式会社　宮城事業部　福島支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　山貫　昭子

方 福島県　福島市　山下町５番１０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、教育系ネットワークを民間の外部ネットワークに接続変更するものであるが、本市のイントラネッ

ト上にて管理しているネットワークについては、トラフィック軽減及びセキュリティ管理上、分離することが望

ましく、分離するためには、本市のイントラネットを構築した上記業者でなければ履行することができないこと
随

から、上記業者と随意契約したい。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 6 2

件 名 等 雫浄化センター遠心脱水機Ｂ号機整備修繕業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区雫字権現下地内

種 類 業務委託
約

　雫浄化センターに設置している遠心脱水機Ｂ号機について、機器の正常な動作を維持するため、駆動用電動機

及び差速用電動機のオーバーホールと、それに付属するボウルベアリング、スラストベアリング等の交換修繕を
内

行うもの。

概 要
容

株式会社広島メタル＆マシナリー
名 称

相

手 代 表 者 営業部長　重森　貴

方 東京都　新宿区　新宿一丁目８番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務は機器のオーバーホール及び消耗部品の交換であり、既存設備との総合調整を含め業務履行が可能である

のは、当該施設の製造元である上記業者のみでることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号によ

り随意契約としたい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 6 7

件 名 等 最終処分場浸出汚水処理施設機器修繕業務委託

契 履行場所 南相馬市鹿島区塩崎字内ノ倉地内

種 類 業務委託
約

ごみ最終処分場浸出汚水処理施設において、脱窒素槽と酸化槽の機器修繕を行い、水質管理を適正に保つもの。

脱窒素槽
内

・大スプロケット交換

・ブッシュドチェーン交換
概 要

酸化槽容
・ローラーチェーン交換

株式会社野田工業所
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　野田　傳

方 福島県　郡山市　大槻町字原田５番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、ごみ最終処分場の浸出汚水処理施設脱窒素槽と酸化槽の機器修繕である。本設備はエスケーエンジ

ニアリング㈱で開発した設備であるが、現在は当時代理店を務めていた㈱野田工業所に設備の更新等に必要な業

務を全て譲渡したため、他社での更新は困難であること、また更新、修繕設備は既存設備との互換性を要するこ
随

とから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号により随意契約としたい。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　市民生活部生活環境課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 7 0

件 名 等 防災集団移転関連環境整備事業　移転元支障樹木伐採作業業務委託

契 履行場所 南相馬市鹿島区南海老字北町　地内外

種 類 業務委託
約

　　倒木等の被害を及ぼす恐れのある防集移転元地の樹木について、伐採撤去し安全を担保する。

内

概 要
容

南相馬市復興事業協同組合
名 称

相

手 代 表 者 理事長　石川　俊幸

方 南相馬市　原町区橋本町四丁目４３番地１
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該復興組合は地域の３１社の建設業者から構成されており、委託場所や土地状況、その周辺の復興工事等の

実施状況等を把握している。また、樹木伐採個所は広範囲かつ複数個所にわたり事業規模も大きい。このことか

ら、伐採業務の際に必要な重機や人員の確保に迅速に対応できるのは当該事業者のみであるため随意契約するも
随

のである。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部公有財産管理課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 8 4

件 名 等 特定個人情報取扱事務安全管理研修業務委託

契 履行場所 南相馬市役所

種 類 業務委託
約

職員への特定個人情報の安全管理に関する知識の向上及び管理体制並びに運用の向上を図るため講師を派遣し研

修会を実施する。
内

概 要
容

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
名 称

相

手 代 表 者 代表社員　木村　浩一郎

方 東京都　千代田区　大手町１丁目１番地１号大手町パークビルディング
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

特定個人情報に係る研修については、セキュリティインシデントの内容を含むことから、研修実施者が情報セキ

ュリティマネジメントシステム認証（ISMS認証）を取得している事が望ましい。

市の入札資格参加届出業者の中で対応可能な業者が当該事業者のみであることから、当該事業者との随意契約と
随

したい。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 8 5

件 名 等 情報セキュリティ外部監査業務委託

契 履行場所 南相馬市役所

種 類 業務委託
約

南相馬市役所総務課を対象とした「地方公共団体における情報セキュリティ監査に関するガイドライン（平成３

０年９月２５日総務省改定）」に基づく監査
内

概 要
容

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
名 称

相

手 代 表 者 代表社員　木村　浩一郎

方 東京都　千代田区　大手町１丁目１番地１号大手町パークビルディング
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

情報セキュリティ監査を実施するためには、情報セキュリティマネジメントシステム認証（ISMS認証）を監査法

人が取得している必要がある。市の入札資格参加届業者の中で、対応可能な業者が当該事業者のみであること、

また、当該事業者は、平成３０年度においても本市の情報セキュリティ監査を実施しており、昨年度のフォロー
随

アップ及び継続的なＰＤＣＡサイクルを効率的・効果的に実施するため、当該事業者との随意契約としたい。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 7 9 3

件 名 等 会計年度任用職員制度システム構築業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　総務課

種 類 業務委託
約

令和2年4月、地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、適正な任用・勤務条件の確保を目的とした、「会

計年度任用職員」が施行される。
内

本事業は、行政情報システムにおける当該制度に対応するためのシステム構築業務委託。

概 要
容

株式会社ＦＳＫ
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　鬼澤　浩正

方 福島県　いわき市　内郷御厩町三丁目１６８番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務は、現在、本市が導入している行政情報システムの機能追加として構築するものである。同システムは上

記業者が構築したものであり、運用保守管理も実施していることから、他者での構築は困難であるため、上記業

者と随意契約したい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部総務課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 8 0 1

件 名 等 東町遺跡出土遺物実測業務委託

契 履行場所 文化財課

種 類 業務委託
約

東町遺跡発掘調査報告書に掲載する出土遺物の図化作成するため、打製石器等の微細な特徴を抽出するレーザー

型三次元計測機により計測し、物体表面の構造線の自動抽出システムにより、図化をする。
内

概 要
容

株式会社ラング
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　横山　真

方 岩手県　盛岡市　永井２０地割６１番地５ＣＡビル１Ｆ
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

本業務は東町遺跡出土遺物の図化作成する業務であり、打製石器等の微細な特徴を抽出するため、レーザー型三

次元計測機により計測し、物体表面の構造線の自動抽出システムにより、図化をすることが必要である。当該シ

ステムは上記業者が特許取得製品であり、上記業者のみ実施可能であるため、随意契約するものとしたい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局文化財課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 8 1 5

件 名 等 幼児教育・保育無償化システム改修業務委託

契 履行場所 南相馬市役所　こども育成課

種 類 業務委託
約

令和元年１０月から実施予定の幼児教育・保育の無償化の制度に対応する為、既存の子育て支援システムの改修

を行う。
内

概 要
容

株式会社日立システムズ　東北支社
名 称

相

手 代 表 者 支社長　堀谷　敦

方 宮城県　仙台市　青葉区本町二丁目１５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業者は、現在使用しているＡＤＷＯＲＬＤシステムの導入業者であり、他の業者ではＡＤＷＯＲＬＤシス

テム改修の対応が困難であることから、当該業者との随意契約とする。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　こども未来部こども育成課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 8 3 7

件 名 等 ポリ塩化ビフェニル廃棄物（特別管理産業廃棄物）収集運搬業務委託

契 履行場所 シルバー人材センター文書庫～中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所

種 類 業務委託
約

市有施設から取り除き、シルバー人材センター文書庫内に保管している高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物につい

て、無害化処理による処分を行う「中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所」に搬入するための
内

収集運搬業務を委託する。

概 要
容

株式会社日立物流東日本
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　名和　裕

方 茨城県　日立市　城南町一丁目５番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

収集運搬業務を受託し、「中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所」に搬入するためには、同事

業所が定めた入門許可要綱に基づき許可を受けていることが条件であり、対応可能な南相馬市の登録業者で許可

を受けている事業者は当該事業者のみであるため、随意契約を行うものである。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部公有財産管理課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 8 3 9

件 名 等 ポリ塩化ビフェニル廃棄物（特別管理産業廃棄物）処理業務委託

契 履行場所 シルバー人材センター文書庫～中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所

種 類 業務委託
約

市有施設から取り除き、シルバー人材センター文書庫内に保管している高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物につい

て、無害化処理のため国が全額出資して設立した「中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所」に
内

搬入し、処分を委託する。

概 要
容

中間貯蔵・環境安全事業株式会社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役社長　小林　正明

方 東京都　港区　芝１－７－１７　住友不動産芝ビル３号館４Ｆ
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

「中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道PCB処理事業所」は、無害化処理を行うために国が全額出資し設置し

た施設で、この施設でしか処理できないことから、当該事業者と随意契約を行うものである。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部公有財産管理課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20190 0 0 8 4 0

件 名 等 令和元年度広報みなみそうま編集業務委託

契 履行場所 秘書課

種 類 業務委託
約

　市の行政施策や事業内容等を広く市民に知らせるとともに、市政に対する理解と参加を得るため、毎月２回広

報みなみそうまを発行し、各世帯などに配布する。
内

概 要
容

株式会社まつざき印刷　原町営業所
名 称

相

手 代 表 者 所長　新開　真紀子

方 南相馬市　原町区上町二丁目７０番地
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　指名型プロポーザル方式による業者選定において、審査委員会による審査の結果、高い評価を得た上記業者と

随意契約を締結する。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　総務部秘書課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030


